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各事例における建設・運営スキーム

〇 各施設の建設から運営まで、公共や民間事業者などによる様々な役割分担の事例がある。資金は、国や
地方公共団体からの貸付や政府保証債等で調達するほか、民間事業者が調達している事例もある。

（参考）
スイス地下物流システム

(仮称)泉南市営りんくう
公園整備等事業

中部国際空港SAGAアリーナ宇都宮ライトレール事例

施設イメージ

地下物流システム都市公園空港多目的アリーナ路面電車施設

民間事業
（地下貨物法）

PFI-BOT方式及びBOO方式
（設置管理許可(都市公園
法)＋PFI事業契約）

指定会社方式
(中部国際空港の設置及び管
理に関する法律)

指定管理者制度
（地方自治法）

公有民営上下分離
（地域公共交通の活性化及
び再生に関する法律）

事業方式
（制度）

民間事業者民間事業者中部国際空港株式会社佐賀県宇都宮市・芳賀町施設所有者

民間事業者民間事業者中部国際空港株式会社
中部国際空港株式会社
中部国際空港株式会社

佐賀県宇都宮市・芳賀町
（軌道整備事業者）
宇都宮市・芳賀町

建設

特別目的会社
（指定管理者）

維持管理

宇都宮ﾗｲﾄﾚｰﾙ株式会社
(軌道運送事業者)

運営

民間事業者：100%

事業費：5.7兆円

民間事業者：100%

事業費：23億円

国：26%
地方公共団体：7%
民間事業者：7%
融資等：60%

事業費:7,680億円

地方公共団体：100%

事業費：257億円

国（補助金）：54%
地方公共団体：46%

事業費:458億円

建設資金

設置許可使用料は無償
固定資産税・都市計画税は
10年免除

国直轄事業では迅速な整備
は困難であるため、民間の
資金や経営能力を活用

佐賀県が整備費及び指定管
理料を負担

備考

出典:各種資料より作成
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【参考】宇都宮ライトレールにおける事例

〇 軌道整備事業者の宇都宮市・芳賀町が資金調達を行い、施設を整備。宇都宮ライトレール株式会社へ施
設・車両の貸し付けを行い、宇都宮ライトレール株式会社が運営、施設利用料等を支払い。

■宇都宮ライトレール（LRT）の事業形態 ■宇都宮ライトレール株式会社の設立（平成２７年１１月９日）

（ 51%）

（ 49%）

■資金フレーム

軌道施設の整備
39,900百万円

車両購入17編成
5,900百万円

全体事業費 45,800百万円

社会資本整備総合交付金
24,634百万円（53.8%）

市債・町債
19,949百万円（43.5%）

一般財源
1,217百万円（2.7%）

国負担
24,634百万円（53.8%）

市・町負担
21,166百万円（46.2%）

出典:宇都宮ライトレール株式会社公表資料（令和4年9月）、国土交通省「運輸審議会（平成28年6月21日）」資料4、宇都宮市役所HP より作成

宇都宮ライトレール（株）事業運営（営業主体）

宇都宮市・芳賀町施設整備・保有（整備主体）

施設利用料等
の支払い

施設・車両の
貸し付け
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【参考】SAGAアリーナの事例

〇 佐賀県が県有地にアリーナを整備したうえで、指定管理者制度を活用。管理運営を指定管理者である株
式会社SAGAサンシャインフォレストに委託し、指定管理料を負担。

■事業概要 ■管理・運営組織

出典:スポーツ庁ホームページ「各拠点 事例集＞SAGAアリーナ」、株式会社ＳＡＧＡサンシャインフォレスト「 SAGAサンライズパーク管理運営業務事業報告書（令和4年度）」より作成

■事業スキーム

佐賀県

SAGAサンシャイン
フォレスト

経営本部
電通、クラブサクセス
ジャパン、佐賀銀行

ミズ、マベック、サガテレビ、
田島興産、佐賀新聞社、佐賀銀行、

（電通九州）

統括マネジメント部門

運営部門

コングレ

エリママネジメント部門

ミズ、さが健康支援研究所

SSP部門

電通、クラブサクセスジャパン、サガテレビ、
コングレ、佐賀新聞社、シンコースポーツ九

州、ダンロップスポーツウェルネス

営業・企画部門

田島興産、クラブサクセスジャパン、
ミズ、マベック

店舗棟部門

アリーナ 総合体育館 総合運動場・水泳場 馬術場

ダンロップ
スポーツウェルネス

シンコー
スポーツ九州

（佐賀県
馬術連盟）

維持管理部門

西鉄ビルマネージメント、マベック、
（西日本企画サービス）

総合体育館・総合運動場・水泳場・馬術場アリーナ

マベック、葉隠緑化建設、
（西日本企画サービス）

※（ ）内は協力企業

※西日本企画サービスは、
総合体育館・総合運動場のみ
維持管理（音響保守点検業務）
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<政府保証債対象施設＞

滑走路、着陸帯、誘導路、エプロン及びこれらの附帯施設、
航空保安施設、構内道路、駐車場、供給処理施設及び
用地造成並びにそれらに準ずる施設

【参考】中部国際空港の事例

〇 国直轄事業では迅速な整備は困難であるとの判断から、民間の資金や経営能力を活用して整備を推進。

〇 国等が適正な負担によって主体的に関与するため、無利子資金の貸付の他、政府保証債を発行し整備。

出典:土木学会「交通社会資本制度－仕組と課題－」（平成22年6月21日） 、中部国際空港株式会社「中部国際空港の政府保証債対象事業の資金スキーム」より作成

■中部国際空港の政府保証債対象事業の資金スキーム

<政府保証債対象施設の整備＞

有利子資金【60%】無利子資金【40%】

政府保証債
【42%】

市中融資
【18%】

出資金：国、地方公共団体、民間企業
無利子貸付金：国、地方公共団体

国 ：2,048億円（ 26%）
地方公共団体 ： 512億円（ 7%）
民間 ： 512億円（ 7%）
政府保証債、融資：4,608億円（ 60%）

総事業費 ：7,680億円（100%）

■中部国際空港の整備スキーム

国

民間

無利子資金（総事業費の40%：3,072億円）の負担割合
国：地方自治体：民間＝4：1：1

有利子資金
（総事業費の60%：4,608億円）

（政保債、日本政策投資銀行融資及び市中融資）

（事業主体）

中部国際空港
株式会社

［指定法人］

※総事業費 7,680億円

資本金 1,024億円

国 ：40%
地方自治体：10%
民 間 ：50%

出資

（410億円）

無利子貸付
（1,638億円）

出資
（512億円）

地方公共団体

出資

（102億円）

無利子貸付
（410億円）
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【参考】(仮称)泉南市営りんくう公園整備等事業の事例

〇 20年以上未整備状態だったため、泉南市が大阪府から土地を無償で借り上げ、 PFI- BOT方式（必須施
設）及びBOO方式（任意施設）で市営公園として整備。

〇 設置管理許可使用料を無償とし、固定資産税・都市計画税を10年免除。公園施設の建ぺい率を緩和（2％
→5％）。

■事業・運営スキーム

出典:大和リース株式会社「公園事業への取組み」より作成

※設置管理許可使用料を無償とし、固定資産税・都市計画税を10年免除
公園施設の建ぺい率を緩和（2％→5％）

＜事業スキーム＞ ＜運営コンソーシアム＞
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【参考】スイス地下物流システムの事例

〇 各小売事業者、銀行、保険会社、郵便等が出資するCST社が資金調達、計画・調査、研究・技術開発、
マーケティング、インフラの建設・運営・メンテナンスを実施。

〇 インフラの建設・システムの運営に公的資金は投入されず、民間資金により実施。

■主な関係者の役割分担

出典:Cargo Sous Terrain社ＨＰより作成

○スイス連邦運輸省（ＦＯＴ）

・関係州との調整、ＣＳＴ社と連携したハブ設置候補箇所の調整

・計画の承認（安全や、空間計画及び環境・自然・文化遺産保護

に関する連邦規定との整合を確認）

・運用開始後は安全上の監督

○州政府

・トンネル・ハブの位置について詳細な調整

○ＣＳＴ社

・資金調達、計画・調査、研究・技術開発、マーケティング

・インフラの建設・運営・メンテナンス

■建設資金

・建設費用：約336億スイスフラン（約5.7兆円）

第１期：約36億スイスフラン（約6,000億円）

残区間：約300億スイスフラン（約5.1兆円）

※上記には、トンネル建設・ハブ建設・車両費用・

ソフトウェア費用が含まれる

・インフラの建設・システムの運営に公的資金は投入されず、

民間資金により実施

■ＣＳＴ社への主な出資者

小売業者、銀行、保険会社、郵便等
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